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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 
第42期 

第２四半期連結 
累計期間 

第43期 
第２四半期連結 

累計期間 
第42期 

会計期間 
自2018年４月１日 
至2018年９月30日 

自2019年４月１日 
至2019年９月30日 

自2018年４月１日 
至2019年３月31日 

売上高 （百万円） 46,644 49,701 96,197 

経常利益 （百万円） 6,470 7,043 11,362 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 4,251 4,542 7,311 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,241 4,606 7,168 

純資産額 （百万円） 57,577 61,481 57,697 

総資産額 （百万円） 78,341 81,678 85,294 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 203.31 221.23 350.97 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） - - - 

自己資本比率 （％） 73.5 75.3 67.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 3,365 3,419 8,865 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,221 △2,413 △1,405 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,305 △563 △5,024 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 12,325 14,365 13,923 

 

回次
第42期

第２四半期連結
会計期間

第43期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自2018年７月１日
至2018年９月30日

自2019年７月１日
至2019年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 43.25 50.51 

 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、輸出を中心に弱さが続いているものの、雇用・所得環境の

改善が続き、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、長期化する通商問題や海外経済の動向等により、景気

は依然として先行き不透明な状況が続いております。 

引越業界におきましては、新設住宅着工戸数や移動者数が減少傾向で推移していることや物流業界におけるドラ

イバー不足が深刻化しているなど厳しい経営環境が続いております。 

この様な状況の下、当社グループは着実な経営努力をいたしました結果、財政状態、経営成績は次のとおりとな

りました。 

 

①経営成績の分析

イ 売上高

当第２四半期連結累計期間の売上高は、作業件数が386,649件（前年同四半期比3.1％増）となり、引越単価

も前年同四半期比3.5％増と上昇したことにより引越事業は好調に推移しました。

セグメント別の売上高は以下のとおりであります。 

引越事業が好調に推移した影響で、各子会社で行っている引越付随事業もクリーンサービス事業を除き業績

を伸ばしております。 

クリーンサービス事業においてはダイカンサービス株式会社は業績を伸ばしましたが、株式会社ディ・ア

イ・ティーの売上が前第２四半期の数値を少し下回ったため売上高は前年同四半期比マイナスとなりました。

 

（単位：百万円）

  報告セグメント 
その他 

(注)１ 

調整額 

(注)２ 
合計 

売上高 引越事業 電気工事事業 
クリーン 

サービス事業 

リサイクル

事業
計

当第２ 

四半期 
43,846 3,227 2,235 1,510 50,819 279 △1,398 49,701 

前第２ 

四半期 
41,085 3,126 2,259 1,315 47,786 268 △1,410 46,644 

増減額 

 
2,760 101 △23 195 3,033 11 - 3,057 

増減率 

（％） 
6.7 3.2 △1.1 14.8 6.3 4.5 - 6.6 

（注）１．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等でありま

す。

   ２．当第２四半期及び前第２四半期の調整額△1,398百万円及び△1,410百万円は各々セグメント間取引消

去であります。

ロ 売上原価 

当第２四半期連結累計期間の売上原価は、労務費や外注費等の増加により28,489百万円（前年同四半期比

7.0％増）となりました。

 

ハ 販売費及び一般管理費 

当第２四半期連結累計期間の販売費及び一般管理費は、人件費等の増加により、14,353百万円（前年同四半

期比4.9％増）となりました。

ニ 営業外損益 

営業外収益につきましては、特に説明する事項はありません。

営業外費用につきましては、特に説明する事項はありません。 
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ホ 特別損益

特別利益につきましては、投資有価証券売却益等により69百万円となりました。

特別損失につきましては、投資有価証券評価損155百万円、投資有価証券売却損27百万円により186百万円と

なりました。

以上の結果、営業利益は6,857百万円（前年同四半期比8.2％増）となり、経常利益は7,043百万円（前年同

四半期比8.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、4,542百万円（前年同四半期比

6.8％増）となりました。

 

②財政状態の分析 

イ 流動資産

当第２四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末と比較し4,430百万円（18.2％）減少の

19,867百万円となりました。

 これは、主として受取手形及び売掛金の減少（前連結会計年度末と比較し4,576百万円の減少）によるもの

であります。

ロ 固定資産 

当第２四半期連結会計期間末の固定資産は、前連結会計年度末と比較し814百万円（1.3％）増加の61,810

百万円となりました。

これは、主として土地の増加（前連結会計年度末と比較し1,290百万円の増加）があったものの、投資その

他の資産に含まれる投資有価証券の減少（前連結会計年度末と比較し337百万円の減少）によるものでありま

す。

ハ 流動負債 

当第２四半期連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末と比較し7,325百万円（36.0％）減少の12,996

百万円となりました。 

 これは、主として流動負債のその他に含まれる未払費用の減少（前連結会計年度末と比較し3,129百万円の

減少）、買掛金の減少（前連結会計年度末と比較し1,765百万円の減少）、未払法人税等の減少（前連結会計

年度末と比較し947百万円の減少）及び賞与引当金の減少（前連結会計年度末と比較し329百万円の減少）によ

るものであります。

ニ 固定負債

当第２四半期連結会計期間末の固定負債は、前連結会計年度末と比較し75百万円（1.0％）減少の7,199百万

円となりました。 

これは、主としてその他の負債に含まれる長期未払金の減少（前連結会計年度末と比較し201百万円の減

少）によるものであります。 

ホ 純資産

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比較し3,784百万円（6.6％）増加の61,481百

万円となりました。

これは、主として利益剰余金の増加（前連結会計年度末と比較し3,721百万円の増加）によるものでありま

す。

 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金は、3,419百万円の増加（前年同四半期の資金は3,365百

万円の増加）となりました。

 これは主として、税金等調整前四半期純利益6,927百万円に対し、売上債権の減少4,246百万円、減価償却費627

百万円、退職給付に係る負債の増加148百万円の資金増加要因があった一方で、法人税等の支払額2,464百万円、仕

入債務の減少1,770百万円、未払賞与の減少2,127百万円、賞与引当金の減少329百万円の資金減少要因があったこ

とによるものです。 

 投資活動による資金は、2,413百万円の減少（前年同四半期の資金は1,221百万円の減少）となりました。

 これは主として、有形固定資産の取得による支出2,683百万円によるものです。

 財務活動による資金は、563百万円の減少（前年同四半期の資金は1,305百万円の減少）となりました。

 これは主として、借入による収入1,193百万円の資金増加要因があった一方で、借入金の返済による支出682百万

円、配当金の支払額821百万円、設備関係割賦債務の返済による支出253百万円の資金減少要因があったことによる

ものです。

 この結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末と比較して

442百万円増加し、14,365百万円となりました。
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(3）経営方針・経営戦略等

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

 該当事項はありません。

 

(6）従業員の状況 

 前連結会計年度末に比べ従業員数が442名増加していますが、この増加は業容拡大に伴う定期採用等によるもの

であります。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種 類 発行可能株式総数（株）

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（2019年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2019年11月８日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 21,162,000 21,162,000 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株式で、

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。 

計 21,162,000 21,162,000 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2019年７月１日～

2019年９月30日
－ 21,162,000 － 4,731 － 3,438
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（５）【大株主の状況】

    2019年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％) 

株式会社アーイ 堺市西区浜寺石津町東３丁11-20 7,077 34.46 

MISAKI ENGAGEMENT MASTER FUND 

（常任代理人 香港上海銀行） 

190 ELGIN AVENUE，GEORGE 

TOWN， GRAND CAYMAN， KY 1-

9005， CAYMAN ISLANDS 

（東京都中央区日本橋３丁目11-1） 

1,927 9.38 

田島 哲康 堺市西区 1,180 5.74 

田島 通利 静岡県三島市 1,154 5.62 

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND 

(PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO) 

（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ銀行） 

245 SUMMER STREET BOSTON， MA 

02210 U.S.A 

（東京都千代田区丸の内２丁目７-

１） 

1,070 5.21 

サカイ引越センター従業員持株会 堺市堺区石津北町56 528 2.57 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信

託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 516 2.51 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 東京都港区浜松町２丁目11番３号 479 2.33 

THE BANK OF NEW YORK MELLON １４００４２ 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 

240 GREENWICH STREET，NEWYORK， 

NY 10286，U．S．A． 

（東京都港区港南２丁目15-１） 

437 2.13 

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES 

LUXEMBOURG/JASDEC/ABERDEEN STANDARD SICAV I 

CLIENT ASSETS(常任代理人香港上海銀行) 

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 

HOWALD-HESPERANGE, LUXEMBOURG 

（東京都中央区日本橋３丁目11-

１） 

300 1.46 

計 － 14,671 71.45 

   （注）上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。
  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)     516千株 
  日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)       479千株 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

        2019年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 629,100 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,530,600 205,306 同上 

単元未満株式 普通株式 2,300 － － 

発行済株式総数   21,162,000 － － 

総株主の議決権   － 205,306 － 

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式89株が含まれております。

②【自己株式等】

        2019年９月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

株式会社サカイ引越セン

ター 

堺市堺区石津北町56

番地 
629,100 － 629,100 2.97 

計 － 629,100 － 629,100 2.97 

（注）当第2四半期累計期間において自己株式は、譲渡制限付株式報酬に関する株式の無償取得により1,700株増加しまし

た。

 

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は次のとおりであります。 

(1）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役
東日本本部長兼関東法人部長

難波 哲治
2019年６月22日

（逝去による退任）

 

(2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率 

男性９名 女性２名（役員のうち女性の比率18.2％）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2019年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 14,867 15,340 

受取手形及び売掛金 7,406 2,829 

商品 502 494 

その他 1,532 1,210 

貸倒引当金 △10 △7 

流動資産合計 24,298 19,867 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 8,716 9,140 

土地 43,211 44,502 

その他（純額） 1,605 2,015 

有形固定資産合計 53,533 55,658 

無形固定資産    

のれん 288 200 

契約関連無形資産 368 311 

その他 208 373 

無形固定資産合計 865 886 

投資その他の資産    

その他 6,605 5,274 

貸倒引当金 △8 △8 

投資その他の資産合計 6,597 5,266 

固定資産合計 60,996 61,810 

資産合計 85,294 81,678 

負債の部    

流動負債    

買掛金 3,727 1,962 

短期借入金 1,371 1,865 

未払法人税等 2,720 1,773 

賞与引当金 1,204 874 

ポイント引当金 6 6 

その他 11,291 6,513 

流動負債合計 20,322 12,996 

固定負債    

長期借入金 1,935 1,952 

退職給付に係る負債 3,951 4,100 

その他 1,388 1,147 

固定負債合計 7,275 7,199 

負債合計 27,597 20,196 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,731 4,731 

資本剰余金 4,949 4,949 

利益剰余金 51,424 55,146 

自己株式 △2,934 △2,934 

株主資本合計 58,171 61,893 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △43 20 

土地再評価差額金 △431 △431 

その他の包括利益累計額合計 △474 △411 

純資産合計 57,697 61,481 

負債純資産合計 85,294 81,678 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年９月30日) 

売上高 46,644 49,701 

売上原価 26,624 28,489 

売上総利益 20,019 21,211 

販売費及び一般管理費 ※ 13,679 ※ 14,353 

営業利益 6,339 6,857 

営業外収益    

受取利息 6 7 

受取配当金 11 10 

受取保険金 21 44 

保険解約返戻金 0 － 

その他 95 127 

営業外収益合計 135 189 

営業外費用    

支払利息 4 4 

その他 0 0 

営業外費用合計 4 4 

経常利益 6,470 7,043 

特別利益    

固定資産売却益 5 4 

投資有価証券売却益 55 45 

受取保険金 － 20 

特別利益合計 61 69 

特別損失    

固定資産処分損 4 3 

投資有価証券評価損 － 155 

投資有価証券売却損 12 27 

特別損失合計 16 186 

税金等調整前四半期純利益 6,514 6,927 

法人税、住民税及び事業税 1,831 1,521 

法人税等調整額 430 862 

法人税等合計 2,262 2,384 

四半期純利益 4,251 4,542 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,251 4,542 

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年９月30日) 

四半期純利益 4,251 4,542 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △10 63 

その他の包括利益合計 △10 63 

四半期包括利益 4,241 4,606 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 4,241 4,606 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 
 至 2019年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前四半期純利益 6,514 6,927 
減価償却費 700 627 
のれん償却額 88 88 
株式報酬費用 13 82 
受取保険金 － △20 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △2 
賞与引当金の増減額（△は減少） △266 △329 
ポイント引当金の増減額（△は減少） 1 0 
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 137 148 
受取利息及び受取配当金 △18 △17 
支払利息 4 4 
固定資産売却損益（△は益） △5 △3 
固定資産処分損益（△は益） 0 2 
投資有価証券評価損益（△は益） － 155 
投資有価証券売却損益（△は益） △42 △17 
売上債権の増減額（△は増加） 2,432 4,246 
たな卸資産の増減額（△は増加） 2 87 
仕入債務の増減額（△は減少） △1,932 △1,770 
未払消費税等の増減額（△は減少） △246 △175 
未払賞与の増減額（△は減少） △1,399 △2,127 
その他 △574 △2,053 

小計 5,405 5,851 

利息及び配当金の受取額 18 17 
利息の支払額 △4 △4 
保険金の受取額 － 20 

法人税等の支払額 △2,053 △2,464 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,365 3,419 

投資活動によるキャッシュ・フロー    
定期預金の預入による支出 △563 △264 
定期預金の払戻による収入 522 233 
有形固定資産の取得による支出 △1,387 △2,683 
有形固定資産の売却による収入 5 5 
無形固定資産の取得による支出 △49 △227 
投資有価証券の取得による支出 △629 － 
投資有価証券の売却による収入 794 289 
貸付けによる支出 △13 △15 
貸付金の回収による収入 70 329 
出資金の回収による収入 41 40 

その他 △11 △120 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,221 △2,413 

財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入れによる収入 600 500 
短期借入金の返済による支出 △100 △100 
長期借入れによる収入 － 693 
長期借入金の返済による支出 △804 △582 
自己株式の取得による支出 △0 － 
設備関係割賦債務の返済による支出 △269 △253 
配当金の支払額 △731 △821 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,305 △563 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 838 442 

現金及び現金同等物の期首残高 11,229 13,923 
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） 

257 － 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 12,325 ※ 14,365 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1)連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

(2)持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

非連結子会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

 

前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2019年９月30日）

㈱エヌケイパッケージ 100百万円 89百万円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間 
（自  2018年４月１日   

  至  2018年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  2019年４月１日   

  至  2019年９月30日） 

給料及び手当 5,563百万円 5,766百万円 

賞与引当金繰入額 507 585 

退職給付費用 176 189 

貸倒引当金繰入額 △2 △1 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2019年４月１日
至  2019年９月30日）

現金及び預金勘定 13,329百万円 15,340百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,004 △975

現金及び現金同等物 12,325 14,365
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月16日

定時株主総会
普通株式 731 35 2018年３月31日 2018年６月18日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年10月30日

取締役会
普通株式 314 15 2018年９月30日 2018年12月３日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月15日

定時株主総会
普通株式 821 40 2019年３月31日 2019年６月17日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年10月25日

取締役会
普通株式 307 15 2019年９月30日 2019年12月３日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他

(注)１ 
合計 

調整額
（注）２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額(注)３ 
  引越事業 

電気工事

事業 

クリーン

サービス

事業 

リサイク

ル事業 
計 

売上高                  

外部顧客への売上高 41,082 1,783 2,242 1,300 46,409 234 46,644 - 46,644 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2 1,342 16 14 1,376 33 1,410 △1,410 - 

計 41,085 3,126 2,259 1,315 47,786 268 48,054 △1,410 46,644 

セグメント利益 5,905 248 180 4 6,339 128 6,468 1 6,470 

（注）１．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等であり

ます。

   ２．セグメント利益の調整額1百万円は、セグメント間取引消去等であります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他

(注)１ 
合計 

調整額
（注）２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額(注)３ 
  引越事業 

電気工事

事業 

クリーン

サービス

事業 

リサイク

ル事業 
計 

売上高                  

外部顧客への売上高 43,846 1,880 2,230 1,501 49,458 242 49,701 - 49,701 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
0 1,346 4 9 1,360 37 1,398 △1,398 - 

計 43,846 3,227 2,235 1,510 50,819 279 51,099 △1,398 49,701 

セグメント利益 6,450 253 144 49 6,896 145 7,042 1 7,043 

（注）１．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等であり

ます。

   ２．セグメント利益の調整額1百万円は、セグメント間取引消去等であります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 203円31銭 221円23銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
4,251 4,542

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
4,251 4,542

普通株式の期中平均株式数（株） 20,913,906 20,533,959

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

 

２【その他】

2019年10月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………307百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2019年12月３日

 （注）2019年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年11月８日

株式会社サカイ引越センター 

取締役会 御中 

 

EY新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 廣田 壽俊  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 入山 友作  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社サカイ引越センターの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期
連結会計期間（2019年７月１日から2019年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１
日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連
結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四
半期レビューを行った。 
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サカイ引越センター及び
連結子会社の2019年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経
営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に
おいて認められなかった。 
 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

 

以 上
 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。 
 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2019年11月８日

【会社名】 株式会社サカイ引越センター

【英訳名】 Sakai Moving Service Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  田島 哲康

【最高財務責任者の役職氏名】 －

【本店の所在の場所】 堺市堺区石津北町56番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

  当社代表取締役田島哲康は、当社の第43期第２四半期（自2019年７月１日 至2019年９月30日）の四半期報告書の

記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。

 


